
【平成★年★月】【●●県】

周りに嘘をついてギャンブル等をしていませんか!?
- ギャンブル等依存症はご本人や周囲の方に深刻な影響を及ぼします -

【心配ごとがある場合のご相談先】

※ 地方公共団体の皆様に「サンプル」としてお示ししているものです。

※ 地域において相互に連携している組織などを記載してください。
※ 公営競技の関係機関で設けている相談窓口、ギャンブル等依存症関連の啓発をしている機関などを記載することも考えられます。
※ 地方公共団体の広報誌でPRしていただく等の方法を選択することも考えられます。

Ⅰ．法令で定められた年齢に達していない人がギャンブル等
をすることは認められていません。

Ⅱ．仕事がうまくいかないストレス、ビギナーズラックなど、
誰にでもあるようなちょっとしたきっかけで、ギャンブル
等依存症になってしまう可能性があります。

Ⅲ．ギャンブル等依存症になってしまうと、借金をするのは
問題だと分かっていてもやめられなくなってしまいます。

ギャンブル等をしてみようと思っている人や
ギャンブル等をしている人が気を付けるべきポイント

Ⅰ．借金の肩代わりは禁物です。ご本人が立ち直る
きっかけを奪ってしまいます。

Ⅱ．ご本人の状況に振り回され、周囲の方も不健康な
思考に陥ることのないようにしましょう。

周囲の方が気を付けるべきポイント

★医療関係の相談機関の連絡先はこちら。
○ ●●県精神保健福祉センター ○○-○○○○-○○○○
○ ▲▲病院 ○○-○○○○-○○○○

★借金の問題の相談機関の連絡先はこちら。
○ 消費者ホットライン １８８（局番なしの３桁）
○ ●●財務事務所 ○○-○○○○-○○○○

○ 法テラス・サポートダイヤル 0570-078374
（平日９時～21時、土曜日９時～17時。祝日・年末年始を除く。）

★自助グループの連絡先はこちら。
○ ＧＡ●●（ギャンブラーズアノニマス）《ご本人向け》 ○○-○○○○-○○○○
○ ギャマノン●●《ご家族向け》 ○○-○○○○-○○○○

おなやみなし

○ 消費者庁では、平成31年２月、内閣官房、金融庁、法務省及び厚生労働省と
共同で、ギャンブル等依存症に関わる知識の普及をきめ細やかに進めて頂ける
よう、啓発用資料のサンプルを作成し、都道府県等に提供。

【主な内容】
★ 消費者庁において、平成30年11月に公表した啓発用資料に盛り込んだ要
素をいかしつつ、「ご本人の状況に振り回され、周囲の方も不健康な思考に
陥ることのないようにしましょう。」との観点を明確に記載。

★ 各地域において、ギャンブル等依存症に関連する相談をすることが可能な
機関などが、地域住民の方々に明確になることも期待。

サンプルの活用実例（山梨県）

■地方公共団体向けの啓発用資料のサンプルの提供と、その活用事例
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＜補助対象＞
・消費生活相談員
・消費者行政担当職員
・教員

地方消費者行政強化交付金

○ 国として取り組むべき重要な消費者政策の推進のため、積極的に取り組む地方公共団体に対して、
ＰＤＣＡサイクルによる進捗管理を行いながら、複数年（３年程度）の計画的な取組を支援する。

○ 国の政策による制度変更等について正確な情報を消費生活センターが消費者に提供できるよう
消費生活センターの機能の維持・充実を図るため、国が指定する研修への参加費等を支援する。

○ 引き続き、どこに住んでいても質の高い相談・救済が受けられるよう体制整備を支援する。

令和元年度政府予算 ２２億円

○重要消費者政策に対応する地方消費者行政の充実・強化

○国の重要政策に係る消費生活相談員レベルアップ事業

・ギャンブル等依存症対策
・ＡＶ出演強要問題
・成年年齢引下げに係る法制度、消費者教育
・消費税率引上げ及び軽減税率制度の導入
・放射性物質に係る食品の風評被害
・新たな加工食品の原料原産地表示制度

・仮想通貨に関する問題
・破産・民事再生に関する手続
・医療法改正を踏まえた特定商取引に関する法律の理解促進
・サブリースに関する問題
・身元保証等高齢者サポートサービスに関する相談対応力の向上
・チケット不正転売対策

○平成２９年度までに『地方消費者行政推進交付金』等を活用し行ってきた消費生活相談体制の整備

等の事業※について引き続き支援 ※被災４県及び熊本県においては、特例的に新規事業の立ち上げを支援。

地方消費者行政推進事業（旧地方消費者行政推進交付金）（補助率 : 定額）

（１）ＳＤＧｓへの対応

・消費税率引上げ等への対応
・若年者への消費者教育の推進
・訪日・在日外国人向け相談窓口の整備
・法執行体制の強化
・風評被害の払拭のための取組

（２）国の制度改正等に対応した重要消費者政策

地方消費者行政強化事業（補助率 : １/２※）

事業メニュー

研修メニュー

概 要

・公益通報者保護制度の推進
・適格消費者団体等の設立に向けた支援
・原料原産地表示制度の普及・啓発
・ギャンブル等依存症対策に係る取組
・高度情報化社会における相談対応の実施

・消費者安全確保地域協議会の構築等
・障害者に対する消費生活相談体制の整備
・食品ロス削減の取組
・倫理的（エシカル）消費の普及・促進
・消費者志向経営の普及・促進

※自主財源化の充実への取組が不十分な地方公共団体に対し、一部３分の１の補助率を導入。
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